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 この提言は、日本学術会議数理科学委員会数学教育分科会の審議結果を取りまとめ公表

するものである。 

  

日本学術会議数理科学委員会数学教育分科会  

  

 

  

委員長  真島 秀行（連携会員）  お茶の水女子大学名誉教授  
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幹 事  小山 正孝（連携会員）  広島大学大学院人間社会科学研究科教授  

幹 事  渡辺美智子（連携会員）  慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科教授  

   今井 桂子（連携会員）  中央大学理工学部教授・中央大学高等学校校長  

  伊藤由佳理（連携会員）  東京大学カブリ数物連携宇宙研究機構 

国際高等研究所教授  

  小林みどり（連携会員）  静岡県立大学名誉教授  

  高橋 哲也（連携会員）  大阪府立大学高等教育推進機構教授  

  竹村 彰通（連携会員）  滋賀大学データサイエンス教育研究センター教授  

  椿  広計（連携会員）  情報システム研究機構・統計数理研究所 理事・統

計数理研究所長（名誉教授）  

 平田 典子（連携会員） 日本大学理工学部教授 

  森田 康夫（連携会員）  東北大学名誉教授 

 矢部 敏昭（連携会員） 鳥取大学地域学部教授  

  山口 佳三（連携会員） 北海道大学名誉教授 
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本提言の作成にあたり、以下の職員が事務を担当した。  

事務    犬塚 隆志 参事官（審議第二担当）  

       五十嵐 久留美 参事官（審議第二担当）付補佐  
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要       旨  

  

１ 作成の背景  

文部科学省における小学校・中学校・高等学校の学習指導要領の改訂に際し、前期の第

23 期数理科学委員会数学教育分科会では、「初等中等教育における算数・数学教育の改善

についての提言」（平成 28年５月 19日）（以下、前提言と引用）を行った。今期の第 24期

数理科学委員会数学教育分科会では、前提言の観点から新学習指導要領を検討し実施に際

し提言を行うこととしていた。新学習指導要領は令和２年度から小学校、令和３年度から

中学校で全面実施、高等学校では令和４年度から年次進行で実施される予定である。 

小学校のプログラミング教育は始まろうとし、高等学校の教科書の統計に関わる部分は

検定中となり、大学入学共通テストの出題範囲もまもなく決定されようとしている。AI実

装社会の到来でデータサイエンスの重要性が増し、データから意思決定・行動につながる

統計的思考・判断・表現力を国民が広く身に付ける教育の実効性の向上のため、令和６年

度の大学入学共通テストの適切な出題範囲の明示が必要である。  

  

２ 現状及び問題点  

今回の学習指導要領の改訂では、小学校からプログラミング教育を行うこととなり、

手引きを発行し実施に備えている。中学校での技術・家庭科技術分野、高等学校では情

報科での指導を主とし、全教科で ICT（Information and Communication Technology）の

活用と併せて、小・中・高等学校でのプログラミング教育が強調される。小学校では初

めての試みであり教員の負担が増す恐れがある。 

また、平成 10年 12月 14日付告示の学習指導要領では､中学校数学科から統計に関わる

内容が消え、平成 11年３月 29日付告示の高等学校数学科の選択科目（数学基礎、数学

Ｂ､数学Ｃ）に移行され、算数・数学教育における統計教育の小・中・高等学校の一貫性

が失われた。平成 20年３月 28日付告示の中学校学習指導要領において、中学校で「資料

のちらばりと代表値」、「標本調査」の内容が復活し、高等学校の必履修科目数学Ⅰに「デ

ータの分析」が入り改善されたものの、選択科目数学Ｂの「確率分布と統計的な推測」に

ついては多くの大学が入学試験で出題範囲外としていることもあり、実際にはほとんど学

ばれていない。新型コロナウイルス感染拡大に関わってニュース等で数表やグラフでデー

タが示されたり、ウイルス感染検査の精度、薬の有効性評価における実験研究と観察研究

の違い等が話題になる中で、国民一人一人がそれらの情報を得て、リスク（危険性）を確
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率的に考慮し、意思決定・行動に繋げるためには、統計教育の現状を改善する必要があ

る。 

新学習指導要領下では、高等学校の科目編成が大幅に変わり、現行数学Ｂにある「数

列」と「ベクトル」という内容が、新数学Ｂと新数学Ｃに分かれて入り、必履修科目の新

数学Ⅰの「データの分析」という内容に新たに「仮説検定の考え方」の扱いが、選択科目

の新数学Ｂの「統計的な推測」という内容に「区間推定」に加えて、新たに「仮説検定」

の扱いが入るため、令和４年度からの教育後、令和６年度大学入学共通テストにおける出

題範囲について検討が必要になっている。  

 

３ 提言の内容 

(1) 文系理系問わず数学教育を充実すること 

  小・中・高等学校の算数・数学科の教育の中でプログラミング教育の基礎となるア

ルゴリズム（計算の方法・問題を解決する手順を表したもの）の考え方が育てられて

いる。高等学校では文系理系分けによる教育が広く行われ、全員が同じ内容を学ば

ず、選択する数学の科目数や学習内容に差異が生じているが、文系理系を問わず、よ

り多くの科目を履修し、数学的活動を重視した学習を充実すべきである。 

(2) 統計教育の実効性を高めること 

データを活用し、意思決定につながる問題解決の方法として、算数・数学科での統

計的な方法、考え方を体得させるべきである。そのために､高等学校では、数学Ｂの

「統計的な推測」をより多くの生徒に履修させるとともに、理数探究や総合的な探究

の時間も利用し、また、情報科とも連携して、統計データに基づく判断のための生徒

主体の活動を行うべきである。また、高等学校段階での統計教育が十分実施されてい

ない現状を踏まえると、統計教育を実効性のあるものにするためには、教員に対する

統計教育の講習・研修を緊急に拡大すべきである。 

(3) 令和６年度以降の大学入学共通テストに「数学Ⅱ・数学Ｂ・数学Ｃ」（解答時間

70分）を設け、数学Ｂ・数学Ｃは４問から３問を選択とすること 

学習指導要領改訂に合わせ、大学入試科目の出題範囲は変化してきている。 

新高等学校学習指導要領では、選択科目として数学Ｂ（３つの内容、標準２単位）と

数学Ｃ（３つの内容、標準２単位）が設けられ、並立の位置付けである。現行の大学入

試センター試験における出題範囲の数学Ⅱ・数学Ｂ（数学Ｂについては３問から２問を

選択）は、「数学Ⅱ・数学Ｂ・数学Ｃ」にすべきである。その際、解答時間を増加させて

も数学Ⅰ・数学Ａの 70分間（現行より 10分間増）が限度で、数学Ｂと数学Ｃで「４問

を選択」とすると時間不足につながると考えられるため、「３問を選択」とすべきである。 
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１ はじめに 

文部科学省における小学校・中学校・高等学校の学習指導要領の改訂に際し、前期の第 23期数

理科学委員会数学教育分科会では、「初等中等教育における算数・数学教育の改善についての提

言」（平成 28年５月 19日）（[1]、以下、前提言と引用）を行った。今期の第 24期数理科学委員

会数学教育分科会では、前提言の観点から新学習指導要領[2]を検討し実施に際し提言を行うこと

としていた。新学習指導要領は令和２年度から小学校、令和３年度から中学校で全面実施、高等

学校では令和４年度から年次進行で実施される予定である。小学校のプログラミング教育は始ま

ろうとし、高等学校の教科書の統計に関わる部分は検定中となり、大学入学共通テストの出題範

囲もまもなく決定されようとしている。 

AI実装社会の到来でデータサイエンスの重要性が増し、データから意思決定・行動につながる

統計的思考・判断・表現力を国民が広く身に付ける教育の実効性の向上のため、緊急に提言を纏

めることとした。 

さて、数学という学問は、その基礎が数と図形であり、変化と関係、データと確からしさも扱

う。数学は、抽象化した概念を論理によって体系化し、諸科学のことばとして重要で応用の広い

学問である［3］。その基礎的な部分を初等中等教育で学ぶ。数の概念の獲得からどのように一連

の数学を学んだかを思い出してみよう。 

一つのもの、二つのもの、三つのものなど直観的にものの集まりで一対一対応しているもの同

士を同じとみなして１、２、３などの数の概念を獲得する。足し算、引き算、掛け算、割り算、

という演算も学び、さらに端の数を表すために小数から始まって任意の分数や有限小数、それら

の演算などを学ぶ。また、実世界のさまざまな量を数値化する経験を通じて、数量感覚を身に付

けたり、さまざまな場面の割合の意味を理解したりする。小学校では正の有理数の範囲での学習

である。並行して、身近な形の観察から始まって、基本的な図形の概念、性質、計量も学び、中

学校では図形の性質を論理的に導き、証明法や三平方の定理なども学ぶ。また、負の数を導入

し、一辺が１の正方形の対角線の長さのように、有理数でないが実際にある“数”とみなすべき

ものがあることを知り、無理数と呼ぶこと、そのような“数”の近似値の求め方も学ぶ。文字式

を使用し、方程式や関数の学習も始まる。高等学校では、極限概念の説明などはひとまず略し実

数を四則演算が自由にできるものとして与え、それを前提にさまざまな関数とその応用、微分

法、積分法などを学ぶ。 

確率や統計の学習に関しても振り返ってみよう。数の概念を獲得した際に、さまざまなものの

集まりを見たり、考えたりしたが、それを振り返ってみれば、そこには、あるものがいくつな

ど、属性に応じた度数(頻度)の取り扱い等の統計学習の基礎がある。小学校の算数では、度数を

整理し、表や各種グラフなどに表したり、統計データの傾向に関して考えたりすることを学ぶ。
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中学校ではコイン投げの表裏の出方やサイコロの目の出方などから度数と確率の関連性の初歩を

学び、標本調査の基礎的な概念と仕組みを学び、実際に身近な統計調査も体験して自分たちの関

心事に応用する。高等学校では、数学的な確率を学び、統計データの分析に確率を用いて、不確

実性のある現象の判断に繋げる考え方、方法を学ぶように学習指導要領上は構成されている。 

しかし、実際には、ほとんど高等学校ではそこまで学ばれていない。その傾向は、大学入試セ

ンター試験の数学Ⅱ・数学Ｂにおいて、「確率分布と統計的な推測」の問題を選択解答する率が極

めて低いことに現われている。ほとんどの個別大学入学試験で、現行数学Ｂの統計の内容が出題

範囲外とされていることも原因と考えられる。しかしながら、現在の社会において、インターネ

ットを介した通販サイトにおける商品の自動レコメンドやロボットによる家電などの自動操縦、

自動車の自動運転、また近年は、医療健康分野におけるモバイルヘルス機器を活用した日常の健

康状態の判別や高度な医療診断に至るまで、ビッグデータの解析や AIの社会実装化が急拡大し、

機械が行う判断のロジックの基礎を理解する上でも、数学の重要性は一層高まっている。さら

に、震災に次いで今次の新型コロナウイルス感染問題のような世界規模の不測の事態に対して、

統計データを駆使しなければその全体像が見えないような場合には、国民一人一人が氾濫する情

報から、批判的にデータの質を評価し適切に意思決定・行動へと繋げられるようにならねばなら

ない。このような状況を鑑み、大学入学共通テストの出題範囲を検討する段階にある今、繰り返

しになるが、緊急に提言をすることとした。 
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２ 第 23期数学教育分科会提言の概要と新学習指導要領の概要 

（1） 第 23期数学教育分科会提言の概要 

第 23期数理科学委員会数学教育分科会では、「初等中等教育における算数・数学教育の改善

についての提言」（平成 28年５月 19日）[1]を行った。その概要は次のようである。 

数学教育が、実用的価値、文化的価値、陶冶的価値 1という普遍的な価値をもち、現代社会

において、数理的思考力は、グローバル社会を生き抜く上で必要な資質の核心に位置づけられ

るべき力となっている。ところが、日本の中学生や高校生の数学を学ぶ意義についての意識や

数学を学ぶ意欲は、他の国より低く、数学を学ぶことと将来の職業との関係がつかめないでい

る生徒が多い。また、高等学校への進学率が 97％以上で、大学あるいは短期大学への進学率が

50％を超える段階となり、選抜試験に向けた勉強意欲が減じる傾向がある一方、大学進学者の

多い高等学校においては、理系進学希望者と文系進学希望者を分け、教科・科目を履修させ、

将来の潜在能力を高める可能性のある数学の科目を十分に履修しない傾向がある。このような

社会や児童生徒の変化に目を向けつつ、次の４つの視点を定めた。 

(1)概念を創造したり問題を解決したりする際の「数学的な考え方」の重視 

 (2)数学的活動の質量両面の充実  

(3)算数・数学の探究ツールとしての ICTの利用  

(4)統計教育の一層の充実  

このような視点から学習指導要領の改善に向けた提案を行ったが、校種毎に具体的な提言と

学校教育での一貫した統計教育の提案を行い、前提言要旨にある８つの提案にまとめた。 

統計教育に関しては次の２つを提案した。 

〇【前提言番号】１) 初等中等教育における統計教育の目的は、身近な問題解決と意思決

定に統計学を活用する態度と能力を育成することにある。しかし、現在の初等中等教育の算

数・数学教育においては、統計教育が質・量とも不足している。これを改善すべきである（具

体的な提案は前提言第４章、〔別表１〕参照、中学校に関する３(2)④及び高等学校に関する３

(3)②イも参照）。 

〇【前提言番号】７) 現代社会において重要な統計教育を今より充実すべきであり、特に

現行の高等学校学習指導要領の「数学Ｂ」にある「確率分布と統計的な推測」は、教科書と

                         
1 数学を学ぶことによって形成される精神的特質があり、論理的な推論、簡潔な表現、統合的にみ

る見方など、いわゆる数学的な考え方やものの見方が身につくという価値である。 
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ICTを活用した教材を併用して、現行の学習指導要領で記載されている内容の定着を図るべき

である。 

 また、情報教育に関しては次の提案をした。 

〇【前提言番号】２) 数や式の計算が、電卓や数式処理プログラムなどにより代替可能な

時代背景を踏まえ、ICTを算数・数学の探究ツールとして利用することを念頭において、初等

中等教育の教育課程を再編すべきである（前提言第３章の小学校に関する部分３(1)⑤、中学

校に関する部分３(2)②、及び高等学校に関する部分３(3)②参照）。 

さらに、中学校の教育課程に関するものとしては、【前提言番号】３)、４)があり、数学的

活動の質量両面の充実、課題学習の拡充について提案を行い 、高等学校に関するものとして

は、【前提言番号】５)、６) 、８)があり、数学科の科目の編成、内容、履修の仕方等につい

て提案を行った。 

 

（2） 新学習指導要領の概要（統計部分を主として、情報教育との関連も含めて） 

① 新学習指導要領の骨格について 
一方、文部科学大臣から中央教育審議会へ平成 26年 11月に諮問があり、初等中等教育分

科会教育課程部会の下に置かれた各学校部会、科目等のワーキンググループが平成 27年から

28年度にかけ議論を重ね、それらの方向を受けて、教育課程部会、中央教育審議会での審議

を経て平成 28年 12月 21日に答申が出され、学習指導要領等の改善及び必要な方策等が示さ

れた。それを受けた形で、小学校学習指導要領（令和２年度から全面実施）、令和３年度から

の中学校学習指導要領（令和３年度から全面実施）が平成 29年３月に告示され、翌年、令和

４年度から年次進行で実施される高等学校学習指導要領が告示された。その元になっている

のが、平成 28年６月の算数・数学ワーキンググループのまとめであるが、他の教科同様に、

「資質・能力の育成」の観点から、算数・数学科で育成すべき「知識・技能」、「思考力・判

断力・表現力」、「学びに向かう力」を記し、生徒が「主体的・対話的な深い学び」をできる

ように指導することにしている。算数・数学科で育成すべき「資質・能力」は、図１のよう

な学習過程のイメージのもとで、「事象を数量や図形及びそれらの関係などに着目して捉え、

論理的、統合的、発展的に考えること」といった数学的な見方・考え方を働かせ、数学的活

動を通して育成することが目指されている。 
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図１ 算数・数学の学習過程のイメージ 

（出典）参考文献[4] 

 

小学校は、「Ａ 数と計算」、「Ｂ 図形」、「Ｃ （第１学年から第３学年まで）測定、（第

４学年から第６学年まで）変化と関係」、「Ｄ データの活用」、中学校では、「Ａ 数と式」、

「Ｂ 図形」、「Ｃ 関数」、「Ｄ データの活用」という領域を設定し、それぞれの学年に相

応しい〔数学的活動〕の例示を含めて学習指導要領解説は記述されている。 

高等学校学習指導要領は数学科の科目編成が、数学Ⅰ（３単位）、数学Ⅱ（４単位）、数学

Ⅲ（３単位）、数学Ａ（３つの内容、２単位）、数学Ｂ（３つの内容、２単位）、数学Ｃ（３つ

の内容、２単位）となり、科目毎に、目標、内容、内容の取扱いが記述されている（〔別表

２〕参照）。履修順序は、数学Ⅰ、数学Ⅱ、数学Ⅲはこの順に履修するものとし、数学Ａは数

学Ⅰと並行履修または数学Ⅰの後の履修、数学Ｂ及び数学Ｃは数学Ⅰの後の履修とすること

となっている。 
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② 新学習指導要領の統計部分について 
以下、統計教育に関わる部分を挙げるが、小・中・高等学校通じて「データの活用」（高等

学校は数学Ⅰの「データの分析」）領域を設定し、統計教育を充実することが学習指導要領で

は謳われている。 

近年、データの分析やそれに基づく意思決定の重要性が社会的に重要さを増していること

から、広くその基礎・基本を知り、知識・技能を習得し、思考力・判断力・表現力を高め、

応用、活用する力を世間一般の人々に身につけてもらう素地を作ろうという観点で、以下の

ような改善の方向性が示された。 

 

【小学校】 

・統計的な問題解決の充実を図る。具体的には、グラフを作成したのち、考察し、さらに新

たな疑問を基にグラフを作り替え、目的に応じたグラフを作成し、考察を深める。ま

た、ある目的に応じて示されたグラフを、多面的に吟味する。 

・棒グラフや折れ線グラフ、ヒストグラムに関して、複数系列のグラフなどを扱ったり、二

つ以上の集団を比較したり、平均値以外の代表値を扱ったりするよう見直す。 

・季節の移り変わりと算数の折れ線グラフなど、理科や社会など他教科等と算数の内容の関

連に引き続き留意する。 

【中学校】 

・日常生活や社会などに関わる疑問をきっかけにして問題を設定し、それを解決するために

必要なデータを集めて表現・処理し、統計量を求めることで、現状や分布の傾向を把握

したり、二つ以上の集団を比較したりするなどして問題の解決に向けた一連の活動を充

実する。 

・統計的な手法について、層別により、集めたデータを分けて比較することや局所的に考察

することなどができるよう充実する。 

・統計的な表現について、小学校での学習内容や他教科等での学習内容との関連等に留意

し、扱う内容を見直す。 

【高等学校】 

・統計を多くの生徒が履修できるよう科目構成及びその内容について見直す。 

・必履修科目の内容（記述統計2）を小・中学校の内容を踏まえ充実する。 

                         
2 データの傾向や特徴を平均値や標準偏差などを用いて記述する。 
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・選択科目の内容（推測統計3）を「（問題解決で）使える統計」になるよう改善する。 

・教科「情報」との関連を充実し、問題解決型の学習を重視する。 

 

そして、概括すれば、『小学校算数科では、「データの活用」に関係する内容として、デ

ータを分類整理することや、表やグラフに表すこと、相対度数や確率の基になる割合を学習

している。また、それらを活用して、日常生活の具体的な事象を考察し、その特徴を捉えた

り、問題解決したりすることに取り組んで』（参考文献[2]中学校学習指導要領解説数学編、

p.56）行くことになり、『中学校数学科では、小学校算数科における学習の上に立ち、不確

定な事象が数学的な考察の対象となることを理解して取り扱うことができるようにする』

（参考文献[2]中学校学習指導要領解説数学編、p.54）こととなり、高等学校学習指導要領の

必履修科目の数学Ⅰで「仮説検定の考え方」、選択科目数学Ｂで「仮説検定の方法」を学ぶこ

ととなった。また、高等学校学習指導要領解説数学編では、選択科目の数学Ａの「場合の数

と確率」に関わって、主観確率、ベイズ統計の考え方にも言及しているところ （参考文献

[2]高等学校学習指導要領解説数学編、p.954）があり、生徒が、次のようなことができるよう

になることを目指している。 

 

・統計的に分析するための知識・技能を理解し、日常生活や社会生活、学習の場面等におい

て問題を発見し、必要なデータを集め適切な統計的手法を用いて分析し、その結果に基づ

いて問題解決や意思決定につなげる。 

・データの収集方法や統計的な分析結果などを批判的に考察する。 

 

数学Ⅰの「仮説検定の考え方」では、不確かな情報に基づく背理法による有意性検定の考

え方、つまり、確率が極めて小さく偶然ではそのような事象は起こらない、という考え方を

知ることが期待されている。 

                         
3 標本を基に母集団の傾向や特徴を推測する。 
4 この箇所については＜参考資料２＞参照。 
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数学Ｂの仮説検定は、まさに抜き取り検査の数理を抽象化する中で生まれてきたものであ

り、仮説検定の第一種の過誤と第二種の過誤 5は、病型の診断検査の偽陽性と偽陰性 6という

考え方と当然一致する（表１、表２）。むしろそういう常識感覚が仮説検定に繋がっている

ということは、今日の新型コロナウイルスの検査でも実は常識として知っておかなければな

らないことで、強調すべきである。数理的には統計的推論には２つの誤りがあるということ

を強く伝えなければならない。 

  

表１ 統計的検定の結果と帰無仮説 

統計的検定の結果＼帰無仮説の真偽 帰無仮説が真 帰無仮説が偽 

帰無仮説を棄却しない 正しい 第二種の過誤 

帰無仮説を棄却する 第一種の過誤 正しい 

（出典）参考文献[5]より本分科会で作成 

 

表２ 病型の診断検査結果と真の状態 

検査結果＼真の状態 疾患なし 疾患あり 

陰性 真陰性 偽陰性 

陽性 偽陽性 真陽性 

（出典）参考文献[5]より本分科会で作成 

 

 

                         
5 仮説検定は一般に「対策を講じるべき変化が起きている」ことを限られたデータを証拠に判断す

るために使用される。その際、帰無仮説という「変化が起きていない」という逆の仮説を立て、

その下では手にしているデータが生じる確率が非常に小さいことを根拠に帰無仮説を棄却する、

すなわち「変化が起きている」と判断するロジックを用いている。実際には、帰無仮説が小さな

確率でも成立するため、この判断には誤る可能性がある。第一種の過誤とは、帰無仮説が成立す

るにもかかわらずその仮説を棄却し、変化が起きていると判断する誤りを言う。逆に、帰無仮説

が成立しない場合（変化がある状態）でも、仮説検定では帰無仮説を棄却できない、変化がある

と判断されない誤りもある。これを第二種の過誤という。 
6 病型の診断検査は一般に、特定の病型がある状態(陽性)とない状態（陰性）を判断するために使

用される。検査結果には、実際には陽性ではない(真陰性)にもかかわらず陽性と判断される誤り

（偽陽性）と実際は陽性(真陽性)であるにもかかわらず陰性と判断される誤り(偽陰性)がある。 
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③ 数学教育と情報教育 
新学習指導要領では、小学校、中学校、高等学校を通して、「各学校においては、児童（生

徒）の発達の段階を考慮し、言語能力、情報活用能力（情報モラルを含む。）、問題発見・解

決能力等の学習の基盤となる資質・能力を育成していくことができるよう、各教科等の特質

を生かし、教科等横断的な視点から教育課程の編成を図るものとする。」と記載されているこ

とからも分かるように、情報活用能力が「学習の基盤となる資質・能力」とみなされてい

る。また、「情報活用能力の育成を図るため、各学校において、コンピュータや情報通信ネッ

トワークなどの情報手段を活用するために必要な環境を整え、これらを適切に活用した学習

活動の充実を図ること。」とされている。 

小学校の新学習指導要領では、「児童がコンピュータで文字を入力するなどの学習の基盤と

して必要となる情報手段の基本的な操作を習得するための学習活動」や「児童がプログラミ

ングを体験しながら、コンピュータに意図した処理を行わせるために必要な論理的思考力を

身に付けるための学習活動」を計画的に実施するようにと記述されている。 

 中学校の数学の新学習指導要領では、「データの活用」において、「数学的活動を通して、

コンピュータなどの情報手段を用いるなどしてデータを表やグラフに整理する、箱ひげ図で

表す、無作為に標本を取り出し、整理するなどの知識や技能を身に付けることができるよう

に指導する。」とあり、「各領域の指導に当たっては、必要に応じ、そろばんや電卓、コンピ

ュータ、情報通信ネットワークなどの情報手段を適切に活用し、学習の効果を高めること。」

と書かれている。 

高等学校の数学の新学習指導要領においても、コンピュータなどの情報機器の利用に関す

る記述が、現行の学習指導要領と比較し多くなっていることが特徴といえる。高等学校学習

指導要領解説数学編において、数学科の目標に掲げられている「粘り強く考え数学的論拠に

基づいて判断しようとする態度」では、「コンピュータを利用してシミュレーションをしたり

して試行錯誤をすることになる」と述べられており、数学Ⅰ、数学Ⅱ、数学Ⅲ、数学Ａ、数学

Ｂ、数学Ｃのほとんどの内容において「コンピュータなどの情報機器を用いて」という記述

がある。 

このように情報機器の活用が多くの教科で求められているが、算数・数学教育におけるコ

ンピュータなどの情報機器の活用については、数学的教育効果が十分に得られるような方法

で適切に行うことが必要である。 

高等学校学習指導要領解説数学編において、「数学的活動として捉える問題発見・解決の過

程には、主として二つの過程を考えることができる。一つは、日常生活や社会の事象などを

数理的に捉え、数学的に表現・処理し、問題を解決し、解決過程を振り返り得られた結果の
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意味を考察する過程であり、もう一つは、数学の事象から問題を見いだし、数学的な推論な

どによって問題を解決し、解決の過程や結果を振り返って統合的・発展的、体系的に考察す

る過程である。」と述べられている。これまでも自然現象の解明や社会的問題に対して、適切

に数学のことばを用い、数理的に定式化して解くという手法が用いられ、多くの分野で数学

の重要性が認識されてきた。これからの社会における現実の問題を解くためには、大量のデ

ータを処理する情報処理能力やプログラミングなどの情報活用能力が必要となってくるが、

それと同時に、問題の本質を把握する数理的思考や論理的考察がますます重要となってく

る。したがって、それを支える算数・数学教育の重要性も増しているといえる。 

 

（3） 円滑な実施に向けてのポイント 

新学習指導要領で、算数・数学の学習過程のイメージ（図１）のような数学的活動を通し

て、数学的な見方・考え方を育み、統計教育について小・中・高等学校を通じて「データの活

用」の領域を設けて強化しようとしている点、また、算数・数学の探究ツールとして ICTの活

用を推奨している点は、本分科会も支持するところであるが、現行課程から新課程に移行する

に当たり、留意点と変革が迫られる点がいくつか挙げられる。 

 

① 統計教育の円滑な実施について 
小学校、中学校、高等学校と、段々高度な統計的手法を使えるように、新学習指導要領で

は「データの活用」の領域を作り体系的に指導するようになっている。 

高等学校数学Ｂの内容、信頼区間と仮説検定の考え方を、統計的推測の理論として、理解

できる授業をすることは、教員にとって容易ではないと思われる[6]。が、仮説の検証の仕組

みとしての背理法的手段、それに伴う２種類の過誤、さらには、過誤や誤差の概念や意味

は、実践現場において有用であり、さらには市民としてエビデンスに基づき議論を行い、判

断を下す際に求められる最低限のリテラシーである。このことから、統計的推測の根底にあ

る仮説検証の一方法としての議論の進め方の内容を中心に指導すべきであると考える。とく

に、仮説検定においては、帰無仮説の棄却の証拠をデータに求めるロジックのため、帰無仮

説が棄却できないときの解釈を間違えないように指導する必要がある。「帰無仮説が棄却でき

ない」を「帰無仮説の採択」と表現することもあるが、これは「帰無仮説が正しい」ことを

意味するものではなく、所与のデータが帰無仮説を棄却する（対立仮説を採択する）証拠と

なり得なかったという意味に過ぎず、対立仮説を研究仮説として否定するものではない。統

計教育についての海外のガイドラインでは、統計的に有意な差と現実に意味がある差は異な

ること、統計的な有意差が認められないことが現実的な差がないことを意味しないこと（と
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くに、標本サイズが小さい場合）、統計的な有意差が認められてもつねに現実に意味のある差

にはならないこと（とくに標本サイズが大きな場合）を注意事項として指導することとされ

ている。薬効評価や改善効果の評価など社会で判断を求められる、すなわち、仮説検定が使

用される典型的な事例を理解させ、同時に、現象の解明には信頼区間も見る必要があること

を教える必要がある。 

 

② 小学校でのプログラミング教育および小・中・高等学校を通じてのプログラミング教育に

ついて 
算数・数学では、プログラミングの元となるアルゴリズムの考え方を育成している。算数

が、数の概念の獲得から始まって、中学校で文字を使用する代数を学び、高等学校でより高

度な数学を学ぶことになるが、算数・数学教育は極言すれば、アルゴリズム教育といえるく

らいである。例えば、徳山豪は次のように言っている[7]。「筆者の専門とするアルゴリズム

理論は、ほとんど数学そのものであり、そのエッセンスは高校生にも、あるいは中学生にも

説明できるものである。なぜなら、高校までの数学は、すべてアルゴリズムの説明である

か、そのための道具といっていいからである。一方で、その社会へ の影響は大きく魅力的

で、若い年代に実感が持てるものである。」代数（Algebra）とアルゴリズム（Algorithm）の

起源は同じである。算数での繰り上がりの計算、ある性質に注目しての分類法、10進法から

２進法への変換法、いくつかの整数の約数を求める方法（ユークリッド互除法）、素数判定法

（エラトステネスのふるい）、平方根を求める近似計算などの数値計算等、歴史的に有名なも

のなど多岐にわたる。このようなアルゴリズムに気付かせながら、算数・数学での学習をプ

ログラミング教育に活かして連携を図っていくのが望ましい。小学校プログラミング教育の

手引も学習指導要領解説刊行直後に発行し、令和２年２月に改訂第三版を発行し配慮しよう

としているが、算数・数学教育とプログラミング教育の密接な関係を強調しておきたい。 

 

③ 小・中学校での総合的な学習の時間、高等学校の総合的な探究の時間及び理数探究と算数・

数学科の連携 
 算数・数学の学習過程のイメージ（図１）のような数学的活動には、より深く追究してい

く時間が必要であり、また他教科と連携する必要が生じると想定されることから総合的な学

習の時間、総合的な探究の時間、理数探究と連携することが望ましい。 
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④ 高等学校数学科の科目編成について 
現行の数学Ⅰ（必履修、３単位）、数学Ⅱ（４単位）、数学Ⅲ（５単位）、数学Ａ（２単

位）、数学Ｂ（２単位）、数学活用（２単位）から、内容を減らさず、新課程では、数学Ⅰ

（必履修、３単位）、数学Ⅱ（４単位）、数学Ⅲ（３単位）、数学Ａ（２単位）、数学Ｂ（２単

位）、数学Ｃ（２単位）と〔別表２〕のように再編成されたが、旧数学Ｂの「確率分布と統計

的な推測」、「数列」、「ベクトル」という３つの内容が新数学Ｂと新数学Ｃに分かれて配当さ

れ、新数学Ｂと新数学Ｃの間には履修順に関する制限はない。「ベクトル」は新数学Ｃの内容

となったが、大学での数学教育の基礎となる「微分積分法」とともに習う「線形代数」への

橋渡しとなる教材で、昭和 35年高等学校学習指導要領の改訂の際に新たな内容として入り、

以後、大学進学希望者のほとんどが学んで来た内容であり、データの表現などにも用いられ

る重要なもので、前提言においては、旧数学Ｂを３単位として、３つの内容を履修する編成

にすることを提案していた（前提言３(3)②参照）。このような点から、新数学Ｂおよび新数

学Ｃから「数列」、「ベクトル」、「統計的な推測」を履修することが望ましい。旧「数学活

用」の内容が「数学Ａ」、「数学Ｂ」、「数学Ｃ」に配当され、教科書において、どのような応

用があるかみられるようになった。これらは履修せずとも、適宜、他の内容の学習に関連付

けるなどして活かしていくのが望ましい。なお、前提言（３(3)②の最後の段落）に書かれた

ことであるが、次のような考えもある。 

 

 情報科学の進歩が数学教育に影響を与えることも考えられる。例えば、コールセンター

や配送センターの仕事の一部は既に自動化されており、車の運転もやがて自動化される

7。世の中の仕事が急激に変わる可能性があり、そのことが数学教育の変更を迫る可能性が

高い。その様なことを考えると、計算が中心となっている現在の数学教育の在り方は見直

す必要があると思われる。多様な生徒に対して、現時点で具体的に何をすべきかを述べる

のは難しいが、次のようなことも考えられる。 

○ 数学への理解を深めるために、必要に応じて ICT を使いながら、定義や公式の意味や

役割を今よりも丁寧に授業で教える。 

○ 授業で数学を使って世の中のいろいろな問題を解く（前提言３(2)⑤参照）。 

○ 大学進学を目指す生徒を対象にして、証明を考える時間を今より増やし、論理力・発

想力を強化する。また、大学進学を目指す生徒には、１題で 60分程度かかる問題を考

えさせ、今より理論や公式の意味を広く深く考えさせるようにする。 

                         
7 自動車に AIが実装されることを想定している。 
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○ 大学進学を目指さない生徒を対象にして、数学史などを使って、「数学はどのようにし

て世の中の役に立ってきたか」、「数学は世の中でどの様な役割を持っているか」など

を教える。 
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３ 日本の数学教育の中での統計教育の歴史的概況 

日本の初等中等教育における統計教育を振り返ってみれば、明治 44（1911）年の（半期用）「高

等小学読本巻三」に「統計」が登場したことから始まり、昭和 10（1935）年から年次進行で刊行

された伝説の緑表紙教科書「尋常小學算術」に多くの統計教材が盛り込まれた時期から本格化さ

れた。それまで当時の中等教育学校（男子のための中学校、女子のための高等女学校）では統計

の内容が指導されていなかったが、「尋常小學算術」で学んできた生徒の教育のため、昭和 17年

に中学校及び高等女学校の授業要目の改訂が行われ、初めて統計の内容が盛り込まれた [8][9]。

第二次世界大戦後の学習指導要領下での学校教育で発展し、学習内容的には昭和 43－45（1968－

1970）年度告示のものでは、高等学校段階で「仮説検定」も含む程度になっていたが、その後は

減少し、平成 10年 12月 14日付告示の学習指導要領で中学校での統計の内容が消え、平成 11年

３月 29日付告示の高等学校数学科の選択科目（数学基礎、数学Ｂ、数学Ｃ）に移行され、算数・

数学教育における統計教育の小・中・高等学校の一貫性が失われた。平成 20年３月 28日付告示

の中学校学習指導要領において、中学校で「資料のちらばりと代表値」、「標本調査」の内容が復

活し、高等学校の必履修科目数学Ⅰに「データの分析」が入り改善されたものの、選択科目数学

Ｂの「確率分布と統計的な推測」については、履修される割合が少ないことが文部科学省の調査

[10]によってわかる。すなわち、それに掲載される「新学習指導要領における高等学校数学等に

ついて」に、平成 27年度公立高等学校における教育課程の編成・実施状況調査（悉皆調査）の結

果がある。全日制課程の学科（6426学科）における平成 27年度入学者に適用される３年間の教育

課程を対象として調査を実施しており、数学Ａ、数学Ｂを開設している場合の履修内容に関する

設問では、各科目を開設しているかどうか、また、開設している場合に、各科目の３つの内容

（「確率分布と統計的な推測」、「数列」、「ベクトル」）のうち履修させる内容としてどの内容を指

導計画等に位置付けているかを調査した結果、２つの内容（「数列」、「ベクトル」）を履修させて

いるのが、普通科で 86.6％、専門学科で 82.5％であるのに対し、３つの内容を履修させているの

は、普通科で 12.4％、専門学科で 14.6％であった。 

なお、木村捨雄著「統計教育の歴史と背景と新しい時代での統計的思考の育成」[11]には、

『第二次世界大戦後、昭和 21年にアメリカ合衆国大統領府から派遣された統計使節団（ライス使

節団）の調査報告および勧告「民主主義を確立する一つの基礎に、国民が事実に基づき客観的合

理的に判断し、それに基づいて自らの道を決定でき得る優れた統計認識と理解を持つことが必要

である」を受け日本の統計機構の再建の一環として統計教育の推進が図られた』ころから、現行

学習指導要領が始まる直前までの学校教育における統計教育の歴史が、手際よく纏められてい

る。民主主義の確立にも、国の統計が整備され、統計教育が根付くことが重要であったことを今

一度思い出さなくてはならない。  
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４ 大学入学試験における数学科目中の「統計的な推測」に関わる出題について 

大学入学試験は一般入試、推薦入試、ＡＯ入試など多種多様になってきているが、最も一般的

な形態は、まず全国共通の大学入試センター試験を受け、その後、個別の大学が課す試験を受

け、それらの得点から総合点を算出して合否を決めるというものである。 

 現行の大学入試センター試験では、数学Ⅰ・数学Ａ（60分間）、数学Ⅱ・数学Ｂ（60分間）

で、現行高等学校学習指導要領下での教育後、初めて実施された平成 27年１月の試験について河

合塾が発行している情報誌で状況を見てみると、次のように、数学Ｂの「確率分布と統計的な推

測」（表３では単に、統計、と記す）の問題の選択率が著しく低いことがわかる（表３）。 

 

表３ 2015年 1月大学入試センター試験数学Ⅱ・数学Ｂの数学Ｂの問題の選択パターン 

問題内容 数列とベクトル 数列と統計 ベクトルと統計 その他１問の

み選択など 

選択率 94.7％ 2.0％ 1.5％ 1.8％ 

（出典）参考文献 [12]より本分科会で作成 

 

また、令和３年実施予定であった「大学入学共通テスト」の導入に向けた試行調査（平成 30年

度実施）の「結果報告」[13]の p.13(資料の p.７)の記載によれば、第３問・第４問 13.82%、第

３問・第５問   5.57%、第４問・第５問 80.61%、とある。ここで、第３問は「確率分布と統計的

な推測」、第４問は「数列」、第５問は「ベクトル」からの出題である。 

一方、聖文新社が毎年発行する「全国大学 項目別 数学入試問題詳解」［14］でも「統計的な

推測」の問題は大学入試センター試験の問題以外はほとんどない。なお、現行課程前の教育課程

についてであるが、数理科学委員会数理統計学分科会（第 22期）はこのような状況を調査してい

た[15]。その提言では、「提言４」として、次のように言っている。  

 

提言４ 初等・中等教育における問題解決型の統計教育の更なる充実    

平成 20 年小・中・高等学校学習指導要領改訂により立ち上がった、生きる力としての “資

料に基づく問題解決教育”を強化・実質化するために、現行の高等学校数学 B では「確率分

布と統計的な推測」が「数列」「ベクトル」とともに指定されている。しかるに現実の高校教

育においては、同項目の選択率は低く、学習指導要領の趣旨が生かされているとは言い難

い。このような状況をふまえたとき、次期学習指導要領においては、文系志望・理系志望を

問わず、すべての高校生に「統計」と「確率」を必ず履修させるような配慮が払われる必要
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がある。また、多くの大学の大学入試で「統計」が出題されることの重要性からも、高校教

育の段階で「統計」を必履修項目として取り上げることが必要である（以下略）。 

 

また、日本数学教育学会が主催する大学入試懇談会で昭和 51年以来発行している資料［16］に

よれば、懇談会参加の大学（東京大学、京都大学、東京工業大学、一橋大学、東北大学、大阪大

学、横浜国立大学、早稲田大学、慶応義塾大学、東京理科大学、学習院大学等、年度により多少

異同がある）の個別入学試験問題には数学Ｂの統計の内容の出題はないことがわかる。 
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５ 提言  

（1） 文系理系問わず数学教育を充実すること 

  小・中学校での教育は義務教育であり、全員が同じ内容を学ぶが、高等学校では文系理系分

けによる教育が広く行われ、選択する数学の科目数や学習内容に差異が生じている。 

日本の算数・数学教育は、問題解決型の授業を行ってきた伝統があり、国際的にも評価の高い

ものとなっている。 PISA （Programme for International Student Assessment（OECD生徒の

学習到達度調査））2018[17]では、数学的リテラシーの平均点は国際的に見ると高く、引き続き

上位グループに属しているし、TIMSS（Trends in International Mathematics and Science 

Study（IEA（国際教育到達度評価学会）国際数学・理科教育動向調査））2015[18]では小・中学

生の算数・数学の平均得点は良好なものである。 

しかし、中学校ではいまだに外国と比べ学習意欲の面で課題があり、小学校と中学校の間で算

数・数学の勉強に対する意識に差があり、小学校から中学校に移行すると、数学の学習に対

し、肯定的な回答をする生徒の割合が低下する傾向にある。さらに、全国学力テスト・学習状

況調査によれば、高等学校では数学の学習に対する意識が高くないことが指摘されている。 

したがって、文系理系を問わず、数学のより多くの科目を履修し、数学的活動を重視した学

習を充実すべきである。特に、算数・数学科の教科内容に多くのアルゴリズムの考え方がみら

れることにも気付かせ、数学教育を充実すべきである。未知の時代にも問題解決の発想を提供

する数学力を高めるべきである。 

  

（2） 統計教育の実効性を高めること 

データを活用し、意思決定につながる問題解決の方法として、算数・数学科での統計的な方

法や考え方を体得するべきである。そのために、高等学校においては、数学Ｂの「統計的な推

測」をより多くの生徒に履修させるとともに、理数探究や総合的な探究の時間も利用し、ま

た、情報科とも連携して、統計データに基づく判断のための生徒主体の活動を行うべきであ

る。 

AIによる判断のリスクを持ち出す以前にも、医師による病型の診断や薬剤の効能評価、各種

検査の判定等、国民一人一人の生活に密接に関わる情報の中には、統計的な推測の方法論に基

づく判断がベースになっているものが多くある。限られたデータに基づいて真理の探究を行う

場合、その判断には誤りが起こりえることを国民一人一人がきちんと認識しておくことが重要

である。その上で、誤った判断を下す可能性(リスク)をコントロールする数理科学的な方法の

必要性への理解が求められる。そのため、その方法論の一つとして「統計的な仮説検定」の考

え方と適用を高校卒業時までに具体的事例で学び、その達成度を評価する必要がある。統計的

な仮説検定の枠組みにおいて、２種類の過誤（第一種の過誤と第二種の過誤）を区別している
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ことの意味などを理解し、いかにその過誤のコントロールを確率に基づいて行っているのかの

論理を理解することが、データをエビデンスとして用いる場合にどのようなことに注意すべき

かの批判的思考と科学的判断の使用につながる。今日の新型コロナウイルス感染の関連でいえ

ば、PCR検査は陽性であることを確認するための検査であり、陽性の検査結果でも陰性であり得

ること（偽陽性）、また逆に、陰性の検査結果でも陽性であり得ること(偽陰性)をリテラシーと

して知り、その上でそのリスクの大きさの計量的議論ができる国民への教育体系が、エビデン

スに基づく議論と意思決定社会の構築に求められる。 

高等学校段階での統計教育が十分実施されていないという現状を踏まえると、統計教育を実

効性のあるものにするためには、教員に対しての統計教育の講習・研修を緊急に拡大すべきで

ある。 

 

（3） 令和６年度以降の大学入学共通テストに「数学Ⅱ・数学Ｂ・数学Ｃ」（解答時間 70分）

を設け、数学Ｂ・数学Ｃは４問から３問を選択とすること 

学習指導要領の改訂に合わせて大学入試問題の出題範囲は変化してきた。 

新高等学校学習指導要領では、選択科目として数学Ｂと数学Ｃが設けられた（表４）。履修順

序に関しては、数学Ｂ及び数学Ｃは数学Ⅰの後の履修とすることとなっているが、並行履修可

能で前後は決められておらず、並立の位置付けである。 

 

  表４ 数学Ｂと数学Ｃ（〔別表２〕の部分） 

数学Ｂ ２単位 選択 (1)数列  

(2)統計的な推測  

(3)数学と社会生活 

数学Ｃ ２単位 選択 (1)ベクトル  

(2)平面上の曲線と複素数平面 

(3)数学的な表現の工夫 

 

現行の大学入試センター試験の出題範囲の数学Ⅱ・数学Ｂ（数学Ｂ（３つの内容、２単位）に

ついては３問から２問を選択）は、「数学Ⅱ・数学Ｂ・数学Ｃ」にすべきである。その際、解答時

間を増加させても数学Ⅰ・数学Ａの 70分間（現行より 10分間増）が限度で、数学Ｂと数学Ｃで

「４問を選択」とすると時間不足につながると考えられるため、「３問を選択」とすべきである。

なお、数学Ｂと数学Ｃはそれぞれ３つの内容からなるが、数学Ｂの「数学と社会生活」と数学Ｃ

の「数学的な表現の工夫」は知ることを目的とする内容であり出題外とし、数学Ｂと数学Ｃのそ

れぞれから２問、合計４問から３問選択することが想定される。 
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各大学は個別入学試験で数学Ｂと数学Ｃを出題範囲とすべきである。 
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〔別表１〕 「統計」の教育課程作成に向けた枠組み (出典)前提言[1] 
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〔別表２〕 高等学校学習指導要領(平成 30年)数学科 科目編成 

(出典)「高等学校学習指導要領（平成 30年）解説 数学編 理数編」より本分科会作成 

科目名 標準単位数 必履修、選択の別 内容 

数学Ⅰ ３単位 必履修 (1)数と式  

(2)図形と計量  

(3)二次関数  

(4)データの分析 

[課題学習] 

数学Ⅱ ４単位 選択 (1)いろいろな式  

(2)図形と方程式  

(3)指数関数・対数関数  

(4)三角関数  

(5)微分・積分の考え 

[課題学習] 

数学Ⅲ ３単位 選択 (1)極限  

(2)微分法  

(3)積分法 

[課題学習] 

数学Ａ ２単位 選択 (1)図形の性質  

(2)場合の数と確率   

(3)数学と人間の活動 

数学Ｂ ２単位 選択 (1)数列  

(2)統計的な推測  

(3)数学と社会生活 

数学Ｃ ２単位 選択 (1)ベクトル  

(2)平面上の曲線と複素数平面 

(3)数学的な表現の工夫 
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＜参考資料１＞審議経過 

 

平成 30年 

   ２月 12日 数学教育分科会（第１回） 

役員の選出、今後の進め方について 

   ４月 13～17日 数学教育分科会（第２回）（メール議決） 

特任連携会員の選出 

平成 31年 

  １月 11～16日 数学教育分科会（第３回）（メール議決） 

意思の表出について 

令和 2年 

  ３月 21日 数学教育分科会（第４回） 

        提言骨子案について 

  ４月 21～23日 数学教育分科会（第５回）(メール議決) 

        分科会提言（案）承認 

４月 23日 数理科学委員会（第５回） 

       分科会提言(案)について承認 

       

 ○月○日 日本学術会議幹事会（第○回） 

提言「新学習指導要領下での算数・数学教育の円滑な実施に向けた

緊急提言：統計教育の実効性の向上に焦点を当てて」について承認 
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＜参考資料２＞ 主観確率、ベイズ統計について （出典）[2]より本分科会で作成 

 

 高等学校学習指導要領（平成 30年告示）数学編解説 での記述 

条件付き確率の式（一般的な確率の乗法定理）は，原因となる事象が生じた際に結

果が生じる確率を計算する方法として，すべての確率に対して基本的な考え方とな

る。また，この式は，結果が生じたときに原因が生じている主観確率を計算するベイ

ズの定理を導く基になる考え方でもあり，次のようなベイズ統計の基本的な考え方を

知った上で指導に当たることも，生徒の確率の意味の理解を深めるために有用である

と考える。まず，データを観測する前に関心のある事象に主観確率（事前確率）を与

え，関心のある事象が生じた下での観測データが出現する客観的条件付き確率（標本

確率）を求めて乗法定理に基づき掛け算をする。それを用いて，関心のある事象のデ

ータ観測という条件付き主観確率（事後確率）を推定する。これがベイズ統計の基に

なる。 

 

解説 

コインを回転させて表が出る確率を 1/2とするのは経験確率の考え方で，多数回の

試行のうち 1/2の割合で表が出ることを意味する。一方，今投げて結果が見えないよ

うにしてあるコインは何度見ても表か裏かで，結果は固定しているため経験確率は 0

または 1となる。このような状況でも定義できるのが主観確率であり，観察した結果

に基づいて主観確率を修正するのがベイズの定理である。 

逆説的な例を考えよう。３つの箱 A,B,Cがあり，それぞれ金貨が 2枚，銀貨が 2

枚，金貨と銀貨が 1枚ずつ入っている。受け取った箱が A,B,Cである主観確率はいず

れも 1/3とする。1枚目のコインが金貨という事象を観測したとき，2枚目も金貨で

ある確率はいくらか。多くの人の直観的な答えは「この箱は Aまたは Cだから，求め

る確率は 1/2」となる。一方，ベイズの定理を適用すると，事後確率は 2/3となる。

箱は変わらないのに，事象が与えられると主観確率は変化する。このような思考方法

に慣れてくれば，今の問題についても次のような直観を形成することができる。1枚

目の金貨は，Aの 2枚と Cの 1枚のどれかであり，Aの可能性は Cの可能性の 2倍で

ある。ベイズの定理は，この考え方が正しいことを保証するものといえる。 
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                              別紙様式２ 

提言等の提出チェックシート 

 
このチェックシートは、日本学術会議において意思の表出（提言・報告・回答、以下「提

言等」という）の査読を円滑に行い、提言等（案）の作成者、査読者、事務局等の労力を最

終的に軽減するためのものです 1。 
提言等（案）の作成者は提出の際に以下の項目を１～11 をチェックし、さらに英文タイ

トル（必須）、英文アブストラクト（任意）、SDGs との関連の有無（任意）を記載し、提言

等（案）に添えて査読時に提出してください。 
 

記入者（委員会等名・氏名）：数理科学委員会数学教育分科会・真島秀行 
 

和文タイトル「新学習指導要領下での算数・数学教育の円滑な実施に向けた緊急提

言：統計教育の実効性の向上に焦点を当てて」 

英文タイトル（ネイティヴ・チェックを受けてください） 
Urgent proposal for a smooth implementation of the new national 

curriculum standards for elementary and secondary school mathematics: 

Focusing on improvement of effective statistical education 

 
 項目 チェック 

1.表題 表題と内容は一致している。 1. はい 
2.論理展開 1 どのような現状があり、何が問題であるかが十分に

記述されて いる。 
1. はい 

3.論理展開 2 特に提言については、政策等への実現に向けて、具体

的な行政等の担当部局を想定していますか（例：文部

科学省研究振興局等）。 

1.部局名：文部

科学省初等中

等教育局、高等

教育局、大学入

試センター 
4.読みやすさ 1 本文は 20 ページ（A4、フォント 12P、40 字×38 行）

以内である。※図表を含む 
1. はい 

                                                   
1 参考： 日本学術会議会長メッセージ、「提言等の円滑な審議のために」(2014 年 5 月 30
日)。http://www.scj.go.jp/ja/head/pdf/1 
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5.読みやすさ 2 専門家でなくとも、十分理解できる内容であり、文章

としてよく練られている。 
1. はい 

6.要旨 要旨は、要旨のみでも独立した文章として読めるも

のであり 2 ページ（A4、フォント 12P、40 字×38
行）以内である。 

1. はい 

7.エビデンス 記述・主張を裏付けるデータ、出典、参考文献をすべ

て掲載した。 
1. はい 

8.適切な引用 いわゆる「コピペ」（出典を示さないで引用を行うこ

と）や、内容をゆがめた引用等は行わず、適切な引用

を行った。 

1. はい 

9.既出の提言等

との関係 

日本学術会議の既出の関連提言等を踏まえ、議論を

展開している。 
1. はい 

10.利益誘導 利益誘導と誤解されることのない内容である。 1. はい 
11.委員会等の趣

旨整合 

委員会・分科会の設置趣旨と整合している。 
 

1. はい 

※９で「はい」を記入した場合、その提言等のタイトルと発出委員会・年月日、既出の提言等との関係、

相違点等について概要をお書きください 
  日本学術会議提言、第 23 期数理科学委員会数学教育分科会、提言「初等中等教育における算数・

数学教育の改善についての提言」、平成 28 年５月 19 日 
 学習指導要領改訂前の提言を検討し、新学習指導要領が告示され、その下での算数・数学教育の円

滑で実効的な実施に向けた提案を、コロナウイルス感染拡大報道が連日続く中、統計教育に焦点を当

てて緊急提言として行った。 
※チェック欄で「いいえ」を選択した場合、その理由があればお書きください 
 

 
 
◎ SDGs（持続可能な開発目標）との関連（任意） 

以下の 17 の目標のうち、提出する提言等（案）が関連するものに〇をつけてください（複

数可）。提言等公表後、学術会議 HP 上「SDGs と学術会議」コーナーで紹介します。 
 

1. （ ）貧困をなくそう 
2. （ ）飢餓をゼロに 
3. （ ）すべての人に保健と福祉を 
4. （ ）質の高い教育をみんなに 
5. （ ）ジェンダー平等を実現しよう 
6. （ ）安全な水とトイレを世界中に 
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7. （ ）エネルギーをみんなに、そしてクリーンに 
8. （ ）働きがいも経済成長も 
9. （ ）産業と技術革新の基盤をつくろう 
10. （ ）人や国の不平等をなくそう 
11. （ ）住み続けられるまちづくりを 
12. （ ）つくる責任つかう責任 
13. （ ）気候変動に具体的な対策を 
14. （ ）海の豊かさを守ろう 
15. （ ）陸の豊かさも守ろう 
16. （ ）平和と公正をすべての人に 
17. （ ）パートナーシップで目標を達成しよう 

 
※「持続可能な開発目標（SDGs）」とは 

2015 年 9 月に国連総会が決議した「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」が掲げた目標。 
詳細は国連広報センターHP をご覧ください。 

http://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_development/2030a
genda/ 
 

提言等公表時のＳＤＧｓ説明 

 
この説明は、日本学術会議の意思の表出（提言・報告・回答、以下「提言等」という）を

日本学術会議ホームページの SDGs コーナーで紹介し、多くの関係者の閲読を促進するた

めのものです。 
提言提出時のチェックシートにおいて SDGs との関連に記述した場合は、日本語紹介文

と英文アブストラクトを記載し、提出してください。 
 

記入者（委員会等名・氏名）： 
 
和文タイトル  
 
◎ SDGs（持続可能な開発目標）との関連 

チェックシートで選択した項目に〇をつけてください。 
1.（ ）貧困 2.（ ）飢餓 3.（ ）健康 4.（〇）教育 
5.（ ）ジェンダー平等  6.（ ）安全な水  7.（ ）エネルギー 
8.（ ）経済成長   9.（ ）産業と技術革新  10.（ ）不平等 
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11.（ ）まちづくり 12.（ ）つくるつかう責任 13.（ ）気候変動 
14.（ ）海の豊かさ 15.（ ）陸の豊かさ 16.（ ）平和と公正 
17.（ ）ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ 
 
◎ 和文紹介文 200 字以内 
 
◎ 英文アブストラクト 150 words 以内 
 
◎ キャッチフレーズ 20 字以内 
 
◎ キーワード ５つ程度 
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